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　第1事件：甲府簡易裁判所は、道交法違反（速度

超過）被告事件について、道交法22条1項、4条1

項、118条1項1号、同法施行令1条の2、刑法18条、

馬面法348条を適用して、被告入を罰金6万円に処

する旨の略式命令を糞付し、圓略式命令は確定した。

しかし被告人の速度趨過は道交法125条1項所定の

反則行為であり、被蓋人に対しては、同法130条に

より、同法127条の通告をし、同法128条の納付期間

が経過した後でなければ公訴を提起できない。しか

るに、甲府区検察庁検察官事務敢扱検察事務嘗は反
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　　則行為に関する処理手続を経由しないまま公訴を提　，

　　起したのであるから、甲府簡易裁判所は刑訴法463

　　条1項、338条4号により公訴棄却の判決をすべき　，

　　であったのに、上述の略式命令の砂付・確定に至っ

　　た。なお被告人は略式命令確定後に洲本を出国し、

　　非常上告申立て時において再入国していなかった。

　　　第2事件：第1事件とほぼ同じ概要であるが、異　1

　　なるのは、被告人は略式命令確定後に死亡していた

　　ことである。
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見込める一一例えば第2事件の場合、名誉團復、

相続人に対する罰金還付、（刑事補償法25条所定

の要件を満たす場合には）相続入の飛燕補償権な

どの利益がある一一以上、蒔の経過に左右されな

いと説明しうる。

　また非常上告の申立てがあったときは、必ず公

判期田を開かなければならない（刑訴法456条）。

公判期日には、裁判官及び裁判所書記官の列席、

かつ検察官の出席を要する（飛竜法282条）一一方、

被告人や弁護人の出面について明文はない。非常

上告はもっぱら法令の解Wt　・適用の統一を切出と

するとの見解に立てば、そもそも当事者としての

被告人は存在せず、その者による弁護人の選任も

想定し得ない。かかる見解によれば、被告人が出

国あるいは死亡していても公判期矯を開くことに

支障はないから、非常上告できるとの結論に繋が

りうる。他方、具体的救済も非常上告の重要な任

務であるとの見解は、むしろ当事者としての被告

人を観念しうる。もっとも通常の上告の場合く4◎9

条）との対比により、非常上告についても被告人

の畠麿の必要はないと解することはできる。弁護

人の出席については、裁判所の裁：量により弁護人

の選鉦及び意見陳述が許されるとの有力説に立っ

たとしても、その出席は必要的ではないことにな

る。したがって具体酌救済を重視する見解におい

ても、被告人の出国ないし死亡は公判期日を開く

ことを妨げるものではないとして、やはり非常上

告できるということになろう。

　本判決は隣常上告をすることができるjとの

結論を導き出すために「非常上告制度の目的等」

を挙げるものの、r欝血」と「等」、それぞれの具

体的内容について明示していない。もっとも本判

決は、法令の解釈・適用の統一という点（階的」）

に加え、事件の具体的救済という点（「等」）も考

慮して、かかる結論に導き畠したと解することは

可能である。　　　　　　　（とよさき・ななえ）
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　被告人が出国あるいは死亡している場合、検事

総長は非常上告をすることができるか。

　第1事件、第2事件ともに、原略式命令破棄、

本件公訴棄却。

　第1事件：「被告人は、原略式命令確定後に本

邦を出国し非常上告申立て時において再入国して

いないことが認められるが、葬常上告制度の目上

等に照らすと、このような場合においても、検事

総長は最高裁判所に非常上告をすることができ

る。」

　第2事件：「被告入は、獄略式命令確定後の平

成20年8月7日に死亡していることが認められる

が、非常上吉和度の呂的等に照らすと、このよう

な場合においても、検事総長は最高裁判所に非常

上告をすることができる。」

　非常上告とは、判決の確定後、その審覇の法令

違反を是正する救済手続である（刑訴法454条。

略式命令との関連で同47◎条参照〉。そのH的は、

法令の解釈・適用の統一にあるとされる。

　しかし非常上告は、法令の解釈が分かれている

ためもっぱら将来に向かってその統一一を図るとい

うよりも、原確定判決が誤っていて正当な解釈・

適用を示す具体的必要性がある場合になされるこ

と、また原確定判決の誤りが被告人に不利益であ

るときは、これを破棄して自判しなければならな

vこと（飛訴法458条1号偉書）に着目すれば、

事件の具体的救済も重要な任務であるとの有力説

がある。

　非常上告の申立てについて時期を制限する明文

はなく、そのような鋼限はないと一般的に考えら

れてきた。したがって被告人が死亡した後であっ

ても一様である。これは、法令の解Wt　・一一を統

一する必要性がある以上、もしくは具体的救済が
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